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(57)【要約】
　スパークプラズマ焼結装置には、黒鉛製の焼結ダイ（
４）と、焼結ダイ（４）中に酸化性ガスを供給するパイ
プ（５）等と、焼結ダイ（４）中に充填された粉末原料
（１）に荷重をかける加圧手段と、焼結ダイ（４）中に
充填された粉末原料（１）に電流を流す通電手段と、が
含まれる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　酸化物系セラミックスを含む粉末原料を黒鉛ダイ中の原料充填部に充填する工程と、
　前記粉末原料を挟む第１のパンチ及び第２のパンチにより前記粉末原料に荷重をかける
とともに、前記第１のパンチと前記第２のパンチとの間にパルス状の電流を流すことによ
りプラズマを発生させて前記粉末原料を焼結する工程と、
　を有し、
　前記粉末原料を焼結する工程は、前記原料充填部に外部から酸化性ガスを供給し、前記
粉末原料の還元を抑制することを特徴とするスパークプラズマ焼結方法。
【請求項２】
　酸化物系セラミックスを含む粉末原料を黒鉛ダイ中の原料充填部に充填する工程と、
　前記粉末原料を挟む第１のパンチ及び第２のパンチにより前記粉末原料に荷重をかける
とともに、前記第１のパンチと前記第２のパンチとの間にパルス状の電流を流すことによ
りプラズマを発生させて前記粉末原料を焼結する工程と、
　を有し、
　前記粉末原料を焼結する工程は、前記原料充填部に外部から酸化性ガスを供給し、前記
粉末原料の還元を抑制することを特徴とする歯冠材の製造方法。
【請求項３】
　前記歯冠材は５０体積％～９９体積％のジルコニア及び１体積％～５０体積％の陶材の
複合材料からなり、
　前記複合材料は、前記歯冠材が接着される支台側から反対側に向けて、段階的又は連続
的に前記陶材の比率が高くなる傾斜機能材料であることを特徴とする請求項２に記載の歯
冠材の製造方法。
【請求項４】
　前記傾斜機能材料は、前記陶材の比率が異なる複数の層からなり、
　前記複数の層のそれぞれの厚さが同一であるか、又は段階的に変化していることを特徴
とする請求項３に記載の歯冠材の製造方法。
【請求項５】
　前記酸化性ガスとして、空気、酸素ガス、オゾン若しくは過酸化水素ガス又はこれらの
任意の組み合わせを用いることを特徴とする請求項２乃至４のいずれか一項に記載の歯冠
材の製造方法。
【請求項６】
　黒鉛ダイと、
　前記黒鉛ダイ中の原料充填部に酸化性ガスを外部から供給する酸化性ガス供給手段と、
　第１のパンチ及び第２のパンチにより前記黒鉛ダイ中に充填された粉末原料に荷重をか
ける加圧手段と、
　前記第１のパンチと前記第２のパンチとの間にパルス状の電流を流す通電手段と、
　を有することを特徴とするスパークプラズマ焼結装置。
【請求項７】
　前記酸化性ガスの供給は、前記黒鉛ダイ、前記第１のパンチ若しくは前記第２のパンチ
又はこれらの任意の組み合わせを貫通する第１の通気孔を介して行われることを特徴とす
る請求項６に記載のスパークプラズマ焼結装置。
【請求項８】
　前記第１の通気孔は少なくとも前記第２のパンチに形成されており、
　前記酸化性ガスの供給は、複数の第２の通気孔を有し、前記第２のパンチ中の前記第１
の通気孔の開口部と前記原料充填部との間に配置されたスペーサを介して行われることを
特徴とする請求項７に記載のスパークプラズマ焼結装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、スパークプラズマ焼結方法、歯冠材の製造方法、スパークプラズマ焼結装置
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　スパークプラズマ焼結法では、ダイとして一般に黒鉛ダイが用いられる。粉末を黒鉛ダ
イに充填した後、上下の黒鉛パンチに８０ＭＰａ以下の荷重をかけながらパルス状の大電
流を通電し、黒鉛ダイ及びパンチを所定温度に加熱する。このようにして粉末の焼結が行
われる。パルス通電によって粉末間にプラズマが発生し、ジュール熱との相乗効果により
、それまでの焼結方法と比べて低温、短時間での焼結が可能になる。
【０００３】
　しかしながら、焼結体の色が物質本来の色とは異なってしまうことがある。例えば、酸
化物であるジルコニア及び陶材の複合材料をスパークプラズマ焼結法で製造する方法が特
許文献１に記載されているが、焼結体の色は物質本来の色である白色ではなく灰色がかっ
てしまっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】国際公開第２０１４／０３４７３６号
【特許文献２】特開２０１２－９２３５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、焼結体の色が物質本来の色から変化することを抑制することができる
スパークプラズマ焼結方法、歯冠材の製造方法、スパークプラズマ焼結装置を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係るスパークプラズマ焼結方法は、酸化物系セラミックスを含む粉末原料を黒
鉛ダイ中の原料充填部に充填する工程と、前記粉末原料を挟む第１のパンチ及び第２のパ
ンチにより前記粉末原料に荷重をかけるとともに、前記第１のパンチと前記第２のパンチ
との間にパルス状の電流を流すことによりプラズマを発生させて前記粉末原料を焼結する
工程と、を有し、前記粉末原料を焼結する工程は、前記原料充填部に外部から酸化性ガス
を供給し、前記粉末原料の還元を抑制することを特徴とする。
【０００７】
　本発明に係る歯冠材の製造方法は、酸化物系セラミックスを含む粉末原料を黒鉛ダイ中
の原料充填部に充填する工程と、前記粉末原料を挟む第１のパンチ及び第２のパンチによ
り前記粉末原料に荷重をかけるとともに、前記第１のパンチと前記第２のパンチとの間に
パルス状の電流を流すことによりプラズマを発生させて前記粉末原料を焼結する工程と、
を有し、前記粉末原料を焼結する工程は、前記原料充填部に外部から酸化性ガスを供給し
、前記粉末原料の還元を抑制することを特徴とする。
【０００８】
　本発明に係るスパークプラズマ焼結装置は、黒鉛ダイと、前記黒鉛ダイ中の原料充填部
に酸化性ガスを外部から供給する酸化性ガス供給手段と、第１のパンチ及び第２のパンチ
により前記黒鉛ダイ中に充填された粉末原料に荷重をかける加圧手段と、前記第１のパン
チと前記第２のパンチとの間にパルス状の電流を流す通電手段と、を有することを特徴と
する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、焼結中に酸化性ガスを供給して歯冠材等の焼結体の変色を抑制するこ
とができる。
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【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の第１の実施形態に係るスパークプラズマ焼結装置の概要を示す
図である。
【図２】図２は、図１中の一部を拡大して示す図である。
【図３】図３は、色彩の評価結果を示す図である。
【図４】図４は、本発明の第２の実施形態に係るスパークプラズマ焼結装置の一部を拡大
して示す図である。
【図５Ａ】図５Ａは、歯冠材の製造方法を示す図である。
【図５Ｂ】図５Ｂは、図５Ａに引き続き、歯冠材の製造方法を示す図である。
【図５Ｃ】図５Ｃは、図５Ｂに引き続き、歯冠材の製造方法を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本願発明者らは、従来のスパークプラズマ焼結方法において焼結体の色が変化する原因
を解明すべく鋭意検討を行った。この結果、ダイ中に残存している微量の酸素と黒鉛ダイ
の成分である炭素とが反応してＣＯガスが生成されるため、粉末原料が酸化物系セラミッ
クス等の還元されやすい物質を含む場合には、粉末原料が還元されて焼結体に酸素欠陥が
形成されていることが明らかになった。酸素欠陥によって変色した場合、酸化雰囲気中で
再加熱して色を本来の色に戻すことも可能であるが、そのための時間及びコストがかかる
。また、再加熱により機械的性質の変化等が生じることもある。本願発明者らは、このよ
うな知見に基づいて、焼結中の還元を抑制すべく下記の諸態様に想到した。
【００１２】
　以下、本発明の実施形態について添付の図面を参照して具体的に説明する。
【００１３】
　（第１の実施形態）
　先ず、第１の実施形態について説明する。図１は、本発明の第１の実施形態に係るスパ
ークプラズマ焼結装置の概要を示す図であり、図２は、図１中の一部を拡大して示す図で
ある。
【００１４】
　第１の実施形態に係るスパークプラズマ焼結装置１００には、図１及び図２に示すよう
に、真空冷却チャンバ１１、並びに真空冷却チャンバ１１内の上部パンチ２、下部パンチ
３、焼結ダイ４及びスペーサ６が含まれる。焼結ダイ４に形成された貫通孔内に下から順
に下部パンチ３、スペーサ６及び上部パンチ２が配置され、スペーサ６と上部パンチ２と
の間に粉末原料１が充填される。第１の実施形態では、下部パンチ３の上端部に凹部８が
形成され、この凹部８の底から下方に延び、底面の手前で側方に曲がって外面まで延びる
通気孔９が形成されており、この通気孔９にパイプ５が繋がっている。パイプ５の他端は
真空冷却チャンバ１１の外側に位置する。スペーサ６には、下部パンチ３の凹部８内の空
間を粉末原料１が充填される空間に連通する複数の通気孔７が形成されている。上部パン
チ２、下部パンチ３、焼結ダイ４及びスペーサ６は黒鉛製である。上部パンチ２は第１の
パンチの一例であり、下部パンチ３は第２のパンチの一例である。通気孔９は第１の通気
孔の一例であり、通気孔７は第２の通気孔の一例である。
【００１５】
　スパークプラズマ焼結装置１００には、上部パンチ２に接続された上部パンチ電極１２
、及び下部パンチ３に接続された下部パンチ電極１３が含まれている。更に、上部パンチ
電極１２及び下部パンチ電極１３間に圧力を印加する加圧機構２２、並びに上部パンチ電
極１２及び下部パンチ電極１３間に電圧を印加する電源２３が含まれている。加圧機構２
２及び電源２３は制御装置２１により制御される。制御装置２１には位置計測機構２４、
雰囲気制御機構２５、水冷却機構２６及び温度計測装置２７も接続されている。
【００１６】
　次に、スパークプラズマ焼結装置１００を用いたスパークプラズマ焼結方法について説
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明する。このスパークプラズマ焼結方法は、焼結体の製造方法でもある。
【００１７】
　先ず、スペーサ６と上部パンチ２との間の原料充填部に粉末原料１を充填する。粉末原
料１としては酸化物系セラミックスの粉末、例えばジルコニア（ＺｒＯ２）及び陶材の混
合粉末を用いる。次いで、真空冷却チャンバ１１内の真空引きを行い、パイプ５、通気孔
９、凹部８及び通気孔７を通じて粉末原料１に酸化性ガスを焼結ダイ４の中に供給する。
酸化性ガスとしては、例えば、空気、酸素ガス、オゾン若しくは過酸化水素ガス又はこれ
らの任意の組み合わせを用いることができる。酸化性ガスとして空気を用いる場合は、パ
イプ５の一端を真空冷却チャンバ１１外の大気中に位置させて真空引きを行えば、真空冷
却チャンバ１１内外の気圧差により自然に空気が焼結ダイ４の中に供給される。そして、
加圧機構２２により、上部パンチ電極１２及び下部パンチ電極１３を介して上部パンチ２
及び下部パンチ３間に圧力を印加しながら、上部パンチ電極１２及び下部パンチ電極１３
を介して上部パンチ２及び下部パンチ３間にパルス状の電流を通電する。例えば、粉末に
作用する圧力を８０ＭＰａ以下とし、通電による発熱で粉末の温度を１１００℃以上とす
る。パルス状の電流の通電によって粉末間にプラズマが発生し、ジュール熱との相乗効果
により、低温、短時間での焼結が行われる。なお、酸化性ガスのうち焼結ダイ４中で反応
しなかったものや反応で生成したガスは焼結ダイ４と上部パンチ２や下部パンチ３との間
の隙間を介して真空冷却チャンバ１１内に排出される。
【００１８】
　第１の実施形態によれば、焼結ダイ４中に存在している酸素と焼結ダイ４の成分である
炭素との反応で還元能のないＣＯ２ガスが主に生成され、還元能のあるＣＯガスは発生し
たとしても微量であり、還元が抑制される。また、酸化性ガスが焼結ダイ４中に連続的に
供給されているため、粉末原料１が還元されても、還元で生じる酸素欠損が酸化性ガスに
より回復する。従って、還元に伴う変色を抑制することができる。このため、変色を戻す
ための再加熱を行う必要がなく、再加熱のための時間及びコストを削減し、再加熱に伴う
機械的性質の変化等を回避することができる。還元度及び酸化度の調整は、例えば供給す
る酸化性ガスの種類の選択及び流量等により行うことができる。
【００１９】
　なお、第１の実施形態に係るスパークプラズマ焼結装置１００は、スペーサ６を原料充
填部の下方に配置し、粉末原料１の下方から酸化性ガスが供給されるように構成されてい
るが、粉末原料１の上方から酸化性ガスが供給されるように構成されていてもよい。例え
ば、上部パンチ２に通気孔が形成され、粉末原料１と上部パンチ２との間にスペーサ６が
配置されてもよい。更に、粉末原料１の上方及び下方の双方から酸化性ガスが供給される
ように構成されていてもよい。また、粉末原料１の上方及び／又は下方から酸化性ガスが
供給されるのではなく、粉末原料１の側方から酸化性ガスが供給されるように構成されて
いてもよい。例えば、焼結ダイ４に酸化性ガスが通流する通気孔が形成されていてもよい
。側方からの供給に、上方及び／又は下方からの供給が組み合わされてもよい。
【００２０】
　次に、本願発明者が行った実験について説明する。この実験では、実施例として、第１
の実施形態に係るスパークプラズマ焼結装置１００を用いて焼結体を製造した。この際に
、焼結温度を１３５０℃、焼結時間を４分間、加圧力を１０ＭＰａとした。また、パイプ
５の端部を真空冷却チャンバ１１の外側に位置させた。そして、真空冷却チャンバ１１内
を真空引きすることにより、気圧差を用いて、パイプ５、通気孔９、凹部８及び通気孔７
を通じて粉末原料１に酸化性ガスとして空気を焼結ダイ４の中に供給した。粉末原料１と
しては、７０体積％のジルコニア及び３０体積％の陶材の混合粉末を用いた。
【００２１】
　また、種々の参考例の実験も行った。第１の参考例では、ポーセレンブロック（ポーセ
レンの焼結体）を用い、第２の参考例では、ジルコニアブロック（ジルコニアの焼結体）
を用いた。ポーセレンブロックとしては、株式会社アドバンス製のＡ３を用いた。Ａ３は
、世界で最も広く使用されているビタ社のシェードガイドの分類の中で、最も一般的に使
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用されている歯冠色である。ジルコニアブロックとしては、空気中で常圧焼結された東ソ
ー株式会社製のジルコニアを用いた。第３の参考例では、７０体積％のジルコニア及び３
０体積％の陶材の混合粉末を用い、パイプ５等を介しての空気の供給を行わずに焼結を行
った。つまり、第３の参考例は従来の方法に相当する。
【００２２】
　実施例及び各参考例の評価は、Ｌ＊ａ＊ｂ＊表色系に基づく色彩により行った。Ｌ＊は
明度、ａ＊は赤色度、ｂ＊は黄色度を示す。この結果を図３に示す。ここで、ポーセレン
ブロック及びジルコニアブロックは還元されていないため、それぞれ物質本来の色を示す
。従って、７０体積％のジルコニア及び３０体積％の陶材の焼結体（複合材料）の本来の
色は、第１の参考例の色と第２の参考例の色との間にある。第３の参考例の明度Ｌ＊はポ
ーセレンブロック（第１の参考例）の明度Ｌ＊より低いが、実施例の明度Ｌ＊はポーセレ
ンブロックの明度Ｌ＊より高かった。赤色度ａ＊に関しては、各試料間で有意な差はみら
れなかった。黄色度ｂ＊に関しては、ポーセレンブロック（第１の参考例）のみ高い値を
示した。これは、天然歯冠色の色を再現しているため、黄色系の色調が現れていることが
原因であると考えられる。なお、実施例では真空冷却チャンバ１１内の真空度が３０Ｐａ
であり、第３の参考例では真空冷却チャンバ１１内の真空度が１０Ｐａであった。
【００２３】
　（第２の実施形態）
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。第２の実施形態に係るスパークプラ
ズマ焼結装置は、例えば歯冠材の製造に使用される。第２の実施形態に係るスパークプラ
ズマ焼結装置では、上部パンチ、下部パンチ及びスペーサの構造が第１の実施形態に係る
スパークプラズマ焼結装置１００のそれらと相違している。図４は、本発明の第２の実施
形態に係るスパークプラズマ焼結装置の一部を拡大して示す図である。
【００２４】
　第２の実施形態に係るスパークプラズマ焼結装置２００では、図４に示すように、下部
パンチ３３の上端部の中央に凹部３８が形成され、この凹部３８の底から下方に延び、底
面の手前で側方に曲がって外面まで延びる通気孔３９が形成されている。この通気孔３９
にパイプ５が繋がる。スペーサ３６には、下部パンチ３３の凹部３８内の空間を粉末原料
３１が充填される空間に連通する複数の通気孔３７が形成されている。スペーサ３６の上
面は、製造される歯冠材の外面に倣う形状を有する。上部パンチ３２には、粉末原料３１
を押圧する凸部３０が設けられている。上部パンチ３２、下部パンチ３３及びスペーサ３
６は黒鉛製である。上部パンチ３２は第１のパンチの一例であり、下部パンチ３３は第２
のパンチの一例である。他の構成は第１の実施形態と同様である。
【００２５】
　スパークプラズマ焼結装置２００を用いて歯冠材を製造する場合、粉末原料３１として
歯冠材の原料を用いる。歯冠材の組成は特に限定されないが、例えばジルコニア及び陶材
の複合材料からなる。この場合、粉末原料３１としてジルコニア及び陶材の混合粉末を用
いる。
【００２６】
　ジルコニア（ＺｒＯ２）の粉末の平均粒径は１０ｎｍ～５００μｍであることが好まし
い。実現が容易である最小の平均粒径は１０ｎｍであると考えられる。一方、平均粒径が
５００μｍ超であると、焼結温度を著しく高くする必要がある。焼結温度が高いほど、焼
結体が灰色がかる。Ａｌ２Ｏ３等の焼結助剤を添加することにより焼結温度を低くするこ
とが可能であるが、この場合も、白色の焼結体が得られない。従って、ジルコニアの粉末
の平均粒径は１０ｎｍ～５００μｍであることが好ましい。審美性の観点から、灰色がか
った焼結体は歯冠材のコアに用い、陶材により被覆することが好ましい。
【００２７】
　焼結助剤を用いずに低温での焼結を可能にするため、ジルコニアの平均粒径は１０ｎｍ
～９０ｎｍであることがより好ましく、１０ｎｍ～４０ｎｍであることが更に好ましい。
例えば、平均粒径が９０ｎｍのジルコニア粉末を用いる場合は、焼結温度を１４５０℃よ
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り高くする必要がある。１４５０℃超で焼結を行うと焼結体が灰色がかるため、この焼結
体は歯冠材のコアに用い、陶材により被覆することが好ましい。例えば、平均粒径が４０
ｎｍのジルコニア粉末を用いる場合は、比較的低い温度、例えば１３００℃～１３５０℃
での焼結が可能である。１３００℃～１３５０℃で焼結を行うと焼結体が白色又はそれに
近い色となるため、歯冠材のコアに用いてもよく、歯冠材の全体に用いてもよい。
【００２８】
　ジルコニアとしては、純粋なＺｒＯ２のみならず、Ａｌ２Ｏ３、Ｙ２Ｏ３等の焼結助剤
として用いられている物質が少量含まれているものを用いてもよい。
【００２９】
　陶材としては、長石系陶材、マイカ系陶材、アルミナ系陶材及びスピネル系陶材が挙げ
られる。陶材として、これらの任意の組み合わせを用いてもよい。例えば、長石系陶材と
しては、長石を主成分とし、石英、カオリン、顔料及びフラックス等が添加されたものを
用いることができる。
【００３０】
　陶材は焼成温度によって低溶陶材と高溶陶材とに分けられ、さらに細かく分類すると、
超低溶陶材（８５０℃以下）、低溶陶材（８５０℃～１１００℃）、中溶陶材（１１００
℃～１３００℃）、高溶陶材（１３００℃以上）の４種類に分けられる。例えば、低溶陶
材（例えば、株式会社松風の「ヴィンテージハロー」）の焼成温度は９００℃～９５０℃
と低く、１３００℃を超える温度では粘度の低い液体となるので、１３００℃～１３５０
℃での焼結には適さない。一方、高溶陶材（例えば、株式会社松風の「ＳＩ－ＨＦ１０９
０１」）の焼成温度は１２９０℃と高く、ジルコニア粉末の焼結温度と近いため、１３０
０℃～１３５０℃での焼結に適している。
【００３１】
　陶材の平均粒径が大きいほど、複合材料の曲げ強さが低くなるが、陶材の平均粒径を小
さくするためには、遊星型ボールミルによる粉砕時間が長くなるため、多くの処理時間を
要する。従って、曲げ強さ及び処理時間を考慮して、陶材の平均粒径は、ＺｒＯ２と同様
に、１０ｎｍ～５００μｍであることが好ましい。焼結温度の低下、複合材料の高強度化
及びコストの観点から、陶材の平均粒径は１０ｎｍ～２０μｍであることがより好ましく
、１０ｎｍ～１μｍであることが更に好ましい。
【００３２】
　複合材料中のＺｒＯ２の割合が高いほど、高い曲げ強さが得られる。従って、歯冠材は
５０体積％～９９体積％のＺｒＯ２及び１体積％～５０体積％の陶材の複合材料からなる
ことが好ましい。ＺｒＯ２及び陶材の特徴をバランスよく得るためには、ＺｒＯ２の割合
は５５体積％～９９体積％であることがより好ましく、６０体積％～９９体積％であるこ
とが更に好ましく、７０体積％～９９体積％であることがより一層好ましい。
【００３３】
　複合材料は、歯冠材が接着される支台側から反対側に向けて、段階的又は連続的に陶材
の比率が高くなる傾斜機能材料であることが望ましい。例えば、陶材の比率が３段階で変
化する傾斜機能材料からなる歯冠材は、図５Ａ～図５Ｃに示すように、組成が相違する粉
末原料３１ａ～３１ｃ、及び形状が相違する凸部３０ａ～３０ｃが設けられた上部パンチ
３２ａ～３２ｃを用いて製造することができる。例えば、粉末原料３１ａの組成は１００
体積％ＺｒＯ２とし、粉末原料３１ｂの組成は９０体積％ＺｒＯ２－１０体積％陶材とし
、粉末原料３１ｃの組成は８０体積％ＺｒＯ２－２０体積％陶材とする。粉末原料３１ａ
の焼結、粉末原料３１ｂの焼結及び粉末原料３１ｃの焼結を順次行うことで、支台側から
反対側に向けて、段階的に陶材の比率が３段階で高くなる傾斜機能材料からなる歯冠材が
得られる。歯冠材内での曲げ強さ等の特性の急激な変化を避けるため、傾斜機能材料にお
ける組成の変化はできるだけ連続的であることが望ましい。このため、特性面からは、傾
斜機能材料に含まれる層の数が多く、隣り合う層の間での組成の変化が小さいことが望ま
しい。各層の厚さは同一であってもよく、段階的に変化していてもよい。
【００３４】
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　なお、上記実施形態は、何れも本発明を実施するにあたっての具体化の例を示したもの
に過ぎず、これらによって本発明の技術的範囲が限定的に解釈されてはならないものであ
る。すなわち、本発明はその技術思想、又はその主要な特徴から逸脱することなく、様々
な形で実施することができる。
【産業上の利用可能性】
【００３５】
　本発明は、例えば、歯科治療に用いられる歯冠材等に関連する産業に利用することがで
きる。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５Ａ】 【図５Ｂ】
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【図５Ｃ】

【手続補正書】
【提出日】平成27年12月8日(2015.12.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　酸化物系セラミックスを含む粉末原料を黒鉛ダイ中の原料充填部に充填する工程と、
　前記粉末原料を挟む第１のパンチ及び第２のパンチにより前記粉末原料に荷重をかける
とともに、前記第１のパンチと前記第２のパンチとの間にパルス状の電流を流すことによ
りプラズマを発生させて前記粉末原料を焼結する工程と、
　を有し、
　前記粉末原料を焼結する工程は、前記原料充填部に外部から酸化性ガスを供給し、前記
粉末原料の還元を抑制し、
　前記酸化性ガスの供給は、少なくとも前記第２のパンチを貫通する第１の通気孔、並び
に、複数の第２の通気孔を有し、前記第２のパンチ中の前記第１の通気孔の開口部と前記
原料充填部との間に配置されたスペーサを介して行われることを特徴とするスパークプラ
ズマ焼結方法。
【請求項２】
　酸化物系セラミックスを含む粉末原料を黒鉛ダイ中の原料充填部に充填する工程と、
　前記粉末原料を挟む第１のパンチ及び第２のパンチにより前記粉末原料に荷重をかける
とともに、前記第１のパンチと前記第２のパンチとの間にパルス状の電流を流すことによ
りプラズマを発生させて前記粉末原料を焼結する工程と、
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　を有し、
　前記粉末原料を焼結する工程は、前記原料充填部に外部から酸化性ガスを供給し、前記
粉末原料の還元を抑制し、
　前記酸化性ガスの供給は、少なくとも前記第２のパンチを貫通する第１の通気孔、並び
に、複数の第２の通気孔を有し、前記第２のパンチ中の前記第１の通気孔の開口部と前記
原料充填部との間に配置されたスペーサを介して行われることを特徴とする歯冠材の製造
方法。
【請求項３】
　前記歯冠材は５０体積％～９９体積％のジルコニア及び１体積％～５０体積％の陶材の
複合材料からなり、
　前記複合材料は、前記歯冠材が接着される支台側から反対側に向けて、段階的又は連続
的に前記陶材の比率が高くなる傾斜機能材料であることを特徴とする請求項２に記載の歯
冠材の製造方法。
【請求項４】
　前記傾斜機能材料は、前記陶材の比率が異なる複数の層からなり、
　前記複数の層のそれぞれの厚さが同一であるか、又は段階的に変化していることを特徴
とする請求項３に記載の歯冠材の製造方法。
【請求項５】
　前記酸化性ガスとして、空気、酸素ガス、オゾン若しくは過酸化水素ガス又はこれらの
任意の組み合わせを用いることを特徴とする請求項２乃至４のいずれか一項に記載の歯冠
材の製造方法。
【請求項６】
　黒鉛ダイと、
　前記黒鉛ダイ中の原料充填部に酸化性ガスを外部から供給する酸化性ガス供給手段と、
　第１のパンチ及び第２のパンチにより前記黒鉛ダイ中に充填された粉末原料に荷重をか
ける加圧手段と、
　前記第１のパンチと前記第２のパンチとの間にパルス状の電流を流す通電手段と、
　を有し、
　前記酸化性ガスの供給は、少なくとも前記第２のパンチを貫通する第１の通気孔、並び
に、複数の第２の通気孔を有し、前記第２のパンチ中の前記第１の通気孔の開口部と前記
原料充填部との間に配置されたスペーサを介して行われることを特徴とするスパークプラ
ズマ焼結装置。
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